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アメリカの競争力とアメリカ企業の競争力＊

ロバート　リプゼイ＊＊

　経済学界において「競争力」という用語の定義は定着していないが，競争力が比較優位

と異なることは明確である。競争力という用語は，ジャーナリスティックな議論及び経済

力もしくはその成長率をはかるのに用いられているが，私は，その競争力を測定する材料

として生産性，労働コスト，貿易収支の面からではなく，貿易シェア（特に輸出シェア），

相対価格，またあまり触れられることのない国民１人当たりの生産高に着目してみたいと

思う。

・国民１人当たりの生産高

　戦前の日本の国民１人当たりＧＤＰの対米比率の動き及び戦後の先進国の国民１人当た

りＧＤＰの比率の動きに着目すると，日本が第２次世界大戦前までにアメリカ及び他の先

進国に追い迫ったが戦争により大きく後退し，戦後急速な勢いで戦争前の状態までにもど

しその後も速度は緩やかながら伸びていることと，アメリカが過去10年間，他の先進国に

対し優位性を保っていることが考察される。

・相対価格

　国際競争力をはかる１つの方法として国際間の輸出品の相対価格の変化が度々用いられ

るが，物価指数の基準が国ごとに異なるため主要貿易国の輸出品のウエイトに基づき，ア

メリカ，日本，その他先進諸国の輸出品の相対価格の動きを考察してみる。

　1953～88年の間の日米の相対価格を比較すると，71～80年及び85～88年の期間で，アメ

リカが日本を勝り，その他の期間では日本が勝っている。

　一般に生産性の発達により他国に対する競争力が増進することは，輸出品が不完全代替

財であるかぎり相対価格の下降を意味するであろう。

・世界貿易に占める輸出シェア

　競争力測定の最も基本的な方法の１つとして世界貿易に占める輸出（特に工業製品の輸

出）シェアでみる方法がある。企業の国際化，多国籍化が進展する中，様々な貿易にかか

わる諸問題，競争力，比較優位を多国籍企業の成長とともに考察することは有効である。

１国のもつ比較優位としてその国のおかれた気候，国土，天然資源，有効な労働力といっ

た所与の要因が挙げられる。

・国家と企業の競争力と比較優位

　アメリカの世界貿易に占める輸出シェアの著しい後退はインフレ金融政策，財政拡大政

策といったマクロ経済政策によって説明することができるが，根本的かつ長期間にわたる
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もう１つの要因として経済の「構造的」変化が考えられる。近年アメリカの貿易問題の議

論において特に強調されることは，技術革新，独創性，経営能力，技術力に関するアメリ

カ企業の構造的変化といった問題である。こうした要素は国家よりも多国籍企業の競争力

や比較優位といった問題と関連が深い。

　国家としてのアメリカとアメリカ企業を外国や外国企業と比較する際，生産もしくは輸

出のどちらの観点からも考察できるであろう。ここでは全く問題がないわけではないが，

輸出の観点から競争力，比較優位について考えてみたいと思う。輸出の方が生産よりデー

タの収集面でやり易いことや，政府の生産規制の影響が反映されにくい点で良いと思われ

るからである。

・アメリカ，日本，アメリカ多国籍企業の輸出シェア

　1966～89年までのアメリカ，日本，アメリカ多国籍企業の輸出シェアの動きを見てみる

と，20年間上昇し続けた日本のシェアが85年に急激に下降していることと，アメリカ本国

とアメリカの多国籍企業の輸出シェアの動きが全く異なっていることが考察される。アメ

リカの多国籍企業は近年海外現地生産を通して国際輸出市場における規模の拡大を図って

いる。

・輸出シェアの傾向と技術集約度

　近年のアメリカの貿易に関する議論は輸出シェアだけでなく先端技術分野にも重点がお

かれている。世界的にみて工業製品の貿易はローテク商品からハイテク商品にシフトして

きている。1966～1986年のテクノロジー別の世界の貿易に占めるアメリカ，日本の輸出

シェアをみてみると，日米共にハイテク商品のシェアが最も大きく，ローテク商品のシェ

アが最も小さい。特に日本の輸出に占めるハイテク商品のシェアは急拡大している。

　テクノロジー別の国家の比較優位はその国の全ての工業製品の輸出シェアに占めるテク

ノロジー別製品シェアの比率によって表されるが，アメリカの場合ハイテク商品の相対優

位が上昇してきており，ローテク，ミドルテク商品の相対優位が下降している。日本の場

合はミドルテク商品の相対優位の上昇が著しい。

　次に国家としてのアメリカとアメリカの多国籍企業の輸出シェアに着目すると，アメリ

カ本国にとってテクノロジーは競争力の１つの要素にすぎないが，アメリカの多国籍企業

にとっては，より重要な要素であると解釈できる。また為替レートの変化はアメリカの多

国籍企業よりもアメリカ本国の輸出シェアに与える影響の方が大きく，ハイテク商品は

ローテク，ミドルテク商品に比べ為替の影響を受けにくいものと思われる。

　アメリカ本国に比べアメリカの多国籍企業はハイテク商品，特にミドルテク商品の輸出

の相対優位が高く，ローテク商品の輸出の相対優位が低い。しかしながら，アメリカ本国

の方がハイテク商品輸出の相対優位ヘシフトする傾向が強い。

・アメリカとアメリカの多国籍企業の競争力の説明

　アメリカの多国籍企業の競争力はその企業特有の資産に基づき，アメリカ本国の競争力

は所与の要因や経済政策に基づいている。企業特有の資産として研究開発集約度と広告集

約度という２つの産業特性が挙げられる。

　物的資本，労働力，人的資本，広告，研究開発の５つの産業特性を説明変数として競争

力を考察してみると，人的資本及び研究開発の集約度はアメリカ産業の競争力にプラスの

影響を及ぼしており，労働力，広告の集約度はマイナスの影響力を及ぼしている。また広

告集約度を除いて，アメリカの多国籍企業の輸出シェアの決定要因とアメリカ本国の輸出
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シェアの決定要因は同じであるが，アメリカの多国籍企業の要因の方がその及ぼす効果が

高い。

　アメリカの多国籍企業において人的資本及び研究開発の集約度は親会社の輸出シェアに

対しプラスの影響があり，物的資本集約度はマイナスの影響があるものと思われる。広告

及び労働力の集約度が高いとアメリカの多国籍企業は，輸出市場に対し海外現地生産から

製品を供給し，研究開発集約度が高いとアメリカ国内生産から製品の供給をする傾向があ

るようである。

・1977～1982年の輸出シェアの変化

　1977～82年の独立変数の変化を考察すると，アメリカの多国籍企業の輸出の場合，研究

開発集約度の要因が重要と考えられ，人的資本集約度の高い産業から研究開発集約度の高

い産業に傾斜していったと思われる。また日本についてもきわめて似たような動きが見出

されるが，日米の大きな違いは労働力及び人的資本にかかわる集約度の係数である。ＥＣ

諸国の輸出の場合，広告集約度の要因が重要であり，研究開発集約度の要因は重要ではな

い。またＮＩＥＳ諸国の輸出の場合，労働集約度の要因が重要であり，人的資本集約度の

要因は重要ではない。

　研究開発もしくは先端技術は日米両国の競争力にとって重要な要素であるが，労働力，

物的資本，広告の集約度は日米両国の競争力に何ら貢献していないし，事実マイナスの影

響を与えている。

・結論

　アメリカと日本がハイテクや研究開発集約型製品市場において競いあっている一方，

ヨーロッパがその競争から立ち遅れている感を否めない。長期的に日本の場合，その急速

な生産性の向上の結果，第２次大戦前の地位をはるかにしのぎ世界の経済大国の仲間入り

を果たした。日本企業が高度な研究開発が要求される産業分野の専門化をすすめるにつ

れ，アメリカ企業がその端緒となった多国籍経営に向かって行かなければならないであろ

う。アメリカ企業はアメリカ本国の地位が低下しているにもかかわらず，多国籍経営によ

り輸出シェアを伸ばしている。

　新しい国々が急速な成長の時代に入れば，必然的に日米企業の輸出シェアは低下するで

あろうが，高度な研究開発を背景とした製品の多国籍化により競争力を維持するであろう。

日米両国の研究開発や先端技術の重要性が増せば，ジョイント・ベンチャー等を通し，今

後両国の協力関係は重要になっていくものと思われる。

　経済学界の中では「競争力」という用語は定

着していない。比較優位という用語について

は，それを測る手段として何が最良かという点

についての意見は分かれているものの，その定

義については周知のことである。しかし，競争

力と比較優位が全く異なるものであることは明

らかである。このことはどんなに経済力がな

く，また衰弱していようと，すべての国はある

種の製品について何らかの比較優位を有してい

るということからもわかる。

　競争力という用語は大衆の議論や新聞雑誌の

議論の中から生まれたものであり，普通はある

程度の経済力もしくはその成長率といったこと

を意味している。私はここで度々議論される二

つの尺度に着目してみる。一つぱ貿易シェア，

特に輸出シェアであり，その増加は競争力の向

上として捉えられる。もう一つは相対価格であ

り，その低下は競争力の向上として捉えられる。

この他に競争力をはかる尺度としては，生産

性，労働コスト，貿易収支・国際収支といった
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尺度があるが，ここでは取り上げない。その理

由については触れないが、これらの尺度には欠

点がある。またあまり取り上げられることのな

い概念について見てみたいと思う。それは所得

水準もしくは国民一人当たりの生産高であり，

これらはすべての経済活動の結果を端的に表し

ているものと考えられる。

Ⅰ．国民１人当たりの生産高

　日本の国民一人当たりの生産高は第二次世界

大戦前までにアメリカや他の先進諸国に近づい

たが，戦争により大きく後退した。1950年以降

30年の間に日本はアメリカとともに大きく進歩

したが，その進歩の約半分は日本の戦前の地位

への回復に相当し，残りの半分は新たなる前進

に相当している。

　最近までの日本の成長状況から次のようなこ

とが読み取れよう。他の先進国は1970年代半ぱ

までは毎年急速にアメリカに近づいたが，その

後は頭打ちであった。しかし，日本はすさまじ

い勢いで第二次世界大戦時の落ち込みを脱却

し，1960年代半ばには戦前の他の先進国の水準

に戻った。その後も従来のスピードではないが

他の工業国の追撃を続けた。1980年代末までに

は一人当たりの国民所得は，工業国のほぼ平均

かややそれを下回る水準になった。

　こうしたことは基本的には，アメリカがこの

10年間程先進国内の優位性を保持し続けている

こと，また日本が過去ほどの勢いはないものの

その間着実に発展していることを意味しよう。

1980年代の終わりには，日本は先進国のなかで

ほぼ中位となり，長い間先頭に立ってきたデン

マーク，フランス，イギリス等を追い越した。

日本の国民一人当たりのＧＤＰの対米比率
国民一人当たりのＧＤＰの先進諸国平均ａ比較
- 4 -
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Ⅱ．相対価格

　一国の競争力を量る尺度の一つとして他国に

対する輸出品の価格の変化が度々使われる。し

かし，各国で使われている価格指数はそれぞれ

異なったウエイト，基準年度，指数算出公式に

基づいているため，こうした尺度の解釈はしば

しば暖昧なものになる。例えばこのような指数

を用いても，日本の価格に対するアメリカの価

格の上昇は，日本の自動車価格に対するアメリ

カの航空機価格の上昇や，日本の建設設備の価

格に対するアメリカの建設設備の価格の上昇と

いったことを反映しているとは言えない。前者

のケースでは貿易シェアにほとんど影響は無い

であろうが，後者のケースでは大きな影響があ

ることが予想される。

　我々は最近の論文の中で主要貿易国の輸出品

の価格指数を算出した。この論文で取りあげた

各国の輸出品の価格指数は各国の輸出取引にか

かわる個別の財のウエイト（価値）に基づいて

算出している。次にそれと同様のウエイトに基

づく相手国の輸出品の価格指数を算出した。つ

まり，たとえばアメリカをみると輸出価格指数

とある相手国に対しての価格指数があり，それ

ぞれアメリカの輸出ウエイトに基づいて算出し

ている。同様に日本についても輸出ウエイトに

基づく輸出価格指数と相手国の価格指数を算出

した。

　アメリカについては価格指数は輸出価格を算

定する尺度として従来から使われている。アメ

リカの場合，相手国の価格指数はアメリカの輸

出価格指数を算出するのと同じアメリカの輸出

ウエイトを用いて作られている。しかし，輸出

価格がデータとして利用できない場合は，輸出

価格と国内価格のデータが共に含まれている。

こうした手順によりアメリカの輸出ウエイトに

基づくドイツ，日本，その他の国々に対する工

業製品の価格指数が導きだされる。アメリカ自

　アメリカの輸出価格は1953年から1971年の間

に他国の同じ製品と比較して上昇している。日

本の輸出価格は同じ期間に貿易相手国に対して

急激に下降して船り，相対価格は25％下降して

いる。1971年から1980年の間，アメリカの相手

自国及び相手国の輸出価格指数の変化
（1953年～1971年及び1971年～1980年，単位％）

体の輸出もしくは他国に対する輸出シェアを説

明する際，これらアメリカのウエイトに基づく

相手国の価格指数を合体させて，他国に対する

価格指数をひとつにまとめた。この指数の中で

相手国のウエイトとは，その国からアメリカ以

外の国への全工業製品輸出（相手国とアメリカ

以外の世界市場における競争を示している），

アメリカから相手国への全輸出（相手国の国内

市場でのアメリカからの輸出品との競争を示し

ている）との総計である。

　以上と同じ手順により日本の輸出について，

個々の国に対するものと他の国全体に対する指

数が導き出される。

　こうした指数を用いるのは，ある国の輸出価

格が相手国の輸出価格に対してどのように変動

しているのかを見るためである。例えば期間を

1971年のスミソニアン合意までの時期と，それ

以降からアメリカのドルが安値をつけた1980年

までの時期に分けてみると，つぎのような価格

および相対価格の変化が見られる。
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国に対する競争力は急拡大しており，相対価格

が３分の１以上低下している。日本の相対価格

も同期間中低下しているが，アメリカほどでは

ない。

　ドルが急騰した時期（1980年から1985年の年

平均データから確認することができる）及びそ

の後ドルが下落した時期の輸出価格の変化は次

の通りである。

自国及び相手国の輸出価格指数の変化

（1980年～1985年及び1985年～1988年，単位％）

ながら，1980年代は日本の輸出価格の競争力は

下降した時期である。

　他方アメリカの価格競争力は35年間概ね拡大

し続けたが，それは２度にわたるドルの大幅な

切り下げが主に寄与しており，1980年から1988

年のネットの変化を見ると，価格競争力は低下

している。

　ある国がその競争相手国に対して競争力をつ

けることは，それが急速な生産性の向上に起因

するものであれば，先ほど触れた相対価格が下

降することで説明できるであろう。このような

ケースは，様々な国の輸出品が不完全代替財で

ある場合，あるいはＳＩＴＣ（標準国際貿易分類）

による４桁の下位グループにおける雑貨品であ

る場合でも有り得ることであろう。しかし仮に

製品が完全代替財であるとしたら，相対価格の

変化など見られないだろう。そのようなケース

では，ある国で生産性が向上し輸出品の価格が

低下すると，結果として生産性の向上のない国

を市場から撤退させたり，市場シェアを低下さ

せるといった喜ばしくない事態を引き起こすこ

ととなるであろう。こうした場合には，日本の

産業の生産性の著しい向上により日本の輸出す

るさまざまな製品の世界的価格が下落するであ

ろうが，日本の相対価格が下降することはない

であろう。

　輸出競争がこのような現象に従って動いてい

れば，日本が輸出する製品の世界的な価格は，

他国が輸出する製品に対して下落することが予

想されるであろう。このような仮説は，日本の

　ドルが上昇した時期にアメリカの相対価格は

大きく上昇したが，その後の３年間は急低下し

た。結局，この８年間を通じて相対価格は若干

上昇した．日本の相対価格は，ドルが上昇した

にもかかわらず1980年から1985年の間に上昇し

た。その後の円の急騰はほとんど影響を与え

ず，相対価格はさらに上昇した。

　このように，1950年代から1970年代を通じ，

相対価格から見て日本の競争力は急拡大し，

1980年代後半に逆に円が切り上がった時期にお

いてもかなりうまく持ちこたえられた。しかし

1975年時の様々な貿易ウェイトに基づいた世界の工業製品価格指数（ドルベース価格）
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輸出ウエイトに基づいた世界価格指数とアメリ

カ及びその他先進国の輸出ウエイトに基づいた

世界価格指数の比較によって導かれる。

　一般的に全期間を通して日本の輸出製品の世

界的価格はアメリカや他の先進国に対して下降

している。日本の輸出製品の相対価格の下降は

年約0.5％の割合であるが，期間前半の下降幅

の方がやや大きい。こうしたことから日本は全

期間を通して工業製品輸出国に対して継続的に

圧力をかけてきたという見方もできるであろう。

他方，日本の輸出は他国に比べ，世界的に生産

性の向上が比較的早い分野に集中していたとの

見方もできるであろう。しかし，もしそうであ

るとしてもこうした想定は日本が急速に輸出

シェアを拡大したことの説明とはならないので

はないか。従って，日本が他国より急速に生産

性を向上させたことが貿易シェアを拡大させて

きたと考えられよう。

　最近数年間で，アメリカの立場はわずかに変

化した。1953年から1988年までの期間の前半で

は輸出製品の他の先進国に対する相対価格は上

昇したが，当期間の後半にはやや下落した。こ

うした動きは「日本の輸出製品」との相対価格

の差が前半は５～６％であったものが，後半に

は２％にまで下がった動きと一致している。

Ⅲ．世界貿易に占める輸出シェア

　競争力を考える方法として最も典型的なもの

は，世界貿易に占める輸出シェア，特に工業製

品の輸出シェアを用いる方法である。競争力に

関する一連の論文の中で，我々は企業の国際

化，多国籍化が進展する中で，この問題（輸出

シェア）について考察する事が重要であると示

唆してきた。企業が完全に自国内のみで活動し

ているのであれば，国家と国内に存在したりも

しくは本拠地を置いている企業とを区別して考

えることは重要ではない。多国籍に活動する企

業が増える程，貿易，競争力，比較優位に関す

る様々な問題を，地理的な地域としての国とそ

の母国に根拠地を持つが多国間で活動する企業

とを別々にして考えることは有意義である。

　国の持つ比較優位を考える上で基盤となるの

は，その国に存在し国境を越えて動くことのな

い資源である。資源が国から国へ自由に，低コ

ストで移動できるのであれば，それらは国の持

つ比較優位や競争力の基盤とはなり得ない。だ

が，気候，国土，その他の天然資源有効な労

働力（そのほかの要素から見ると大幅な移動が

可能であるが）といった移動しえない生産上の

要因は明らかに国の持つ比較優位の基盤となる

得る。

Ⅳ．国と企業の競争力と比較優位

　世界中の政府の大半が自国の経済競争力につ

いて頭を悩ましている。アメリカも例外ではな

く，特に世界貿易に占めるシェアが急落して以

来その傾向が強まっている。こうしたシェアの

変化の原因はインフレ金融政策，拡大財政政策

といったマクロ経済施策により説明できるかも

しれない。また，こうした変化がより深刻で長

期間にわたっており，かつマクロ経済政策の影

響を受けないという意味では，経済のより「構

造的な」特性の変化が原因であるといった学説
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もある。これらの問題には，国内製品に対する

所得の需要弾力性や相対的な国や企業の生産性

の変化も含まれている。最近のアメリカの貿易

問題に関する議論では，特に革新性，創意性，

経営能力，技術力といった点から見た米国企業

の特性の変化など，構造的な要因が強調されて

いる。

　こうした企業特性は直接投資に関する学説の

中で用いられるものとはその役割が異なる。こ

れらの特性は個々の企業の競争力を構成する要

素であり，こうした要素によって企業は地元の

市場，消費者及び政府の嗜好を良く知った地元

企業と競争しながら自国外で生産を行うことが

できる。競争力や比較優位を構成するこうした

要素は，多国籍企業に関する学説の中では，国

ではなく企業に属するものであり，また国内で

企業を跨がって容易に移動するものではなく，

企業の中で国を跨がって容易に移動するもので

あると考えられている。これらの特性が地理的

に国家間の移動が容易であればあるほど国の持

つ国際競争力や比較優位の基盤としての重要性

は小さくなる。またこれらの特性が企業内での

移動が容易であればあるほど企業の持つ国際競

争力や比較優位の基盤としての重要性は小さく

なる。

　アメリカ及びアメリカ企業の競争力や比較優

位を考察し，世界全体やまたある特定の国と比

較する方法は様々ある。アメリカとアメリカ企

業を他国・他企業と比較するのは，世界の中で

の生産シェアや輸出シェア，または特定市場へ

の輸出シェア，あるいは個々の国の市場での生

産シェアとそこからの輸出シェアを考察するこ

とにより可能になる。個々の市場の中でのシェ

アを比較する際には，消費市場に着目し，特定

の国からの輸出を比較する際は，その国の生産

特性に着目することになろう。

　我々は主に世界市場における競争に注目し，

生産よりは輸出によって競争力や比較優位を測

定してきた。生産ではなく輸出を用いる利点は

輸出で見たほうが何かと便利だからである。国

家は輸出市場への製品の供給よりも自国市場へ

の製品の供給のほうに大きな決定権を持ってい

る。したがって，輸出市場におけるシェアは，

国内市場におけるシェアよりも国あるいは企業

の持つ基本的優位性を顕著に表しているのでは

ないかと思われる。

　だが，輸出市場が政府の介入やその他経済外

の要因の影響を受けないと言っているわけでは

ない。輸出振興策の効果には限界がある場合が

多いのである。こうした政策の効果に限界があ

るのは，こうした政策が企業に過多なコストを

課す場合，企業は輸出生産拠点を別の場所に移

すことができるからであり，また他国は自国の

市場や輸出市場を常に注意深く見守っているか

らである。

　理想的には様々な尺度から企業の競争力を調

べるべきであろう。輸出を尺度とした場合の欠

点は，取り引きできない要因を無視しているこ

とである。アメリカの食品企業はその広告宣伝

技術や販売推進技術によって多くの国々で活動

することができるが，こうした技術は取り引き

されることはないため，輸出を尺度に使うと技

術はおそらく過小評価されることになろう。し

たがって，このようなアメリカの企業の強さと

いうものは，主に現地生産者に対する消費シェ

アによって反映されるのではないか。生産，消

費，雇用のシェアといった尺度は，輸出を尺度

としたよりもこうした優位性を十分反映させる

ことになろう。しかしながら，これらの尺度は

輸出に比べて，比較可能なデータの収集が非常

に困難である点や輸入国の生産が政府の介入に

よる操作の影響を受けやすい点で欠点を持って

いる。
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Ⅴ．アメリカ，日本，アメリカの多国籍企業の輸出シェア

　長期間に亘るアメリカの輸出シェアの低迷と

世界の工業製品輸出に占めるアメリカとアメリ

カの多国籍企業のシェアの変動を対比したもの

が次表である。アメリカの輸出シェアは1966年

に17％であったものが1977年には13％まで下落

したが，その後ドル安になって1977年から1982

年までの間に幾分回復した。そしてその後また

輸出シェアは下落したが，ドルが急激に切り下

がった後の1988年と1989年には再度回復した。

日本の輸出シェアは20年間上昇していたが，

1985年以降は急落した。

　アメリカの多国籍企業とアメリカ本国の輸出

シェアは全く違う動きを示している。アメリカ

の多国籍企業の輸出シェアは1985年までは微増

したが，一方アメリカ本国の輸出シェアは20％

以上落ち込んだ。その後アメリカの多国籍企業

の輸出シェアは1987年まで下降し，その後やや

回復した。多国籍企業の輸出のうち親会社の輸

出シェアは下がる一方，子会社のシェアは上昇

する傾向にあり，1980年代後半には子会社の

シェアは多国籍企業の半分を越えるに至った。

　1966年以降のデータを総括すると，アメリカ

本国の輸出シェアは下降を示す一方，アメリカ

本国及び海外拠点から輸出を行うているアメリ

カの多国籍企業の輸出シェアは，1985年までは

不変もしくは緩やかに上昇し，ドル安期以降に

幾分下降し，1988年に若干回復し始めた。アメ

リカの多国籍企業は近年海外生産拠点から世界

中の市場へ輸出する規模が拡大しつつある。

アメリカ，アメリカの多国籍企業及び日本の世界ａ工業製品輸出に占めるシェア

（1966年～1989年，％）

アメリカの多国籍企業の輸出に占める関連会社
のシェア（％）
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Ⅵ．輸出シェアの傾向と技術集約度

　現在行われているアメリカの貿易状況に関す

る議論は，単に輸出シェアだけではなく先端技

術分野にも重点を置いている。世界的にみて工

業製品の貿易はＬｏｗ-ｔｅｃｈ製品からＨｉｇｈ-ｔｅｃｈ

製品にシフトしてきている。

世界ａの輸出の中で占める日米のシェア

る全般的な競争力の変化を示しているともいえ

るし，また輸出における比較優位性の変化を示

しているとも言えよう。世界の工業製品輸出に

対する技術水準別のシェアを輸出全体のシェア

で割って計算した，技術水準別の比較優位性は

次表のとおりである。

　アメリカ本国について見ると，Ｍｅ ｄ ｉ ｕｍ

-ｔｅｃｈ製品からＨｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品に比較優位性が

移っていることが明らかにわかる。元来アメリ

カはＭｅｄｉｕｍ-ｔｅｃｈ製品とＨｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品につい

ては世界全体に対して比較優位性を持っていた

が，1986年までの間にＭｅｄｉｕｍ-ｔｅｃｈ製品の比

較優位性を失ってしまった。ア メリカの

Ｌｏｗ-ｔｅｃｈ製品の比較優位性は1985年に過去20

年間で最低になったが，1986年には増加した。

しかしながら，敢えて傾向づけるとすれば，

Ｌｏｗ-ｔｅｃｈ製品の比較優位性は減少する傾向に

あると言えよう。

　この表の中で少し驚くべきことは，日本の比

　生産についても世界的にその構成はＨｉｇｈ-ｔｅ-

ｃｈ製品にシフトしてきているが，輸出ほどの勢

いではない（ＯＥＣＤ，1986年，63頁参照）。

　個々の国の輸出製品を技術水準別に３つに分

類してみると，我々が予想した通り，日米共に

Ｈｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品のシェアが最大で，Ｌｏｗ-ｔｅｃｈ製

品のシェアが最小になっている。次表に示され

ている日本のＨｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品のシェアは幾分誇

大化されている。その理由は，アメリカに比べ

て日本では重要度が高い，テレビ・ラジオと自

動車，航空機以外の輸送機械が本来はＨｉｇｈ-ｔｅ

ｃｈ製品には入れられるものではないのだが，当

表ではＨｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品に含まれているからであ

る。

　この20年，日本はＨｉｇｈ-ｔｅｃｈ分野における地

位を確固たるものとする一方，日米共に

Ｌｏｗ-ｔｅｃｈ分野でのシェアを下げた。

　こうしたシェアの変化は主に工業製品におけ

世界ａの工業製品輸出の技術水準別ｂ配分
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は，両国の格差がなくなるところまで減少して

いる。だが，これらは非常に僅かな変化であ

り，この変化を説明することに大して意味はな

いであろう。日本の比較優位性の変化で重要な

ことは，Ｍｅｄｉｕｍ-ｔｅｃｈ製品の比較優位性が大き

く増大している一方で，Ｌｏｗ-ｔｅｃｈ製品の比較

優位性は大きく落ち込んでいる点である。こう

した変化は，ある程度は，その期間を通じて日

本の国民一人当たりの実質所得が大きく伸びた

こと，また未熟練労働コストが増加したことに

因るものであろう。

　アメリカの多国籍企業とアメリカ本国の世界

貿易に占める輸出シェアを比較してみると，ア

メリカの多国籍企業のＨ ｉ ｇ ｈ - ｔ ｅ ｃ ｈ製品と

Ｍｅｄｉｕｍ-ｔｅｃｈ製品の輸出シェアは絶えずアメ

リカ本国を上回っていたことがわかる。このこ

とから，技術はアメリカ本国の競争力を構成す

るひとつの要素であるが，アメリカの多国籍企

業にとっては技術の重要性はアメリカ本国の場

合よりもさらに大きいものになると解釈できる。

1977，1982，1985，1986年の技術水準別の輸出

シェアは次表の通りである。

較優位性がＨｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品にシフトしていない

ことである。どちらかと言えば，日本の

Ｈｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品の輸出は日本の工業製品全般の

輸出と同じようには伸びていないし，アメリカ

に対する日本のＨｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品の比較優位性

世界ａの輸出に占めるアメリカ本国及びアメリカの多国籍企業のシェア

日米の比較優位性ａ
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　やや一面的な見方であるが，競争力の変化を

1977年から1982年，1982年から1985年と1986年

と区切ってみると，為替レート変化の貿易シェ

アに対する影響はアメリカの多国籍企業よりも

アメリカ本国の方が一層大きく現れているよう

である。1977年から1982年の貿易シェアの変化

については1980年頃のドル安の影響を受けてお

り，1982年から1985年と1986年については実質

世界ａ輸出に占めるアメリカ本国及びアメリカの多

 国籍企業のシェアの技術水準別変化

的なドル価値の上昇の影響を受けていたものと

予想される。工業製品の総輸出に占めるシェア

の変化は（これは為替レート変化の影響を受け

るものと思われるが），アメリカの多国籍企業

よりもアメリカ本国の方がはるかに大きい。こ

のことは特にドル価値が上昇した時期に顕著に

現れており，1982年から1985年の間にアメリカ

本国のシェアは減少する一方で，アメリカの多

国籍企業のシェアは上昇した。ドル安局面の19

77年から1982年の間にはアメリカ本国のシェア

はアメリカの多国籍企業のシェア以上に増加し

た。

　次に，技術水準別に対比した場合，1982年か

ら1985年の間のアメリカ本国のＭｅｄｉｕｍ-ｔｅｃｈ

製品の輸出シェアはＨｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品よりもはる

かに大きく落ち込んでおり，またＬｏｗ-ｔｅｃｈ製

品の輸出シェアはＭｅｄｉｕｍ-ｔｅｃｈ製品よりも一

段と大きく落ち込んでいることがわかる。こう

した違いは単なる趨勢の違いを反映したもので

あるとも言えるが，為替レート変化に対する感

応性の違い，すなわち技術水準が高くなれば需

要の価格弾力性は低くなるということを表して

いるとも言えるのではないか。

　アメリカ本国及びアメリカの多国籍企業の

シェアの変化を技術水準別に対比してみると，

アメリカ本国及びアメリカの多国籍企業の比較優位性ａ



アメリカの競争力とアメリカ企業の競争力

- 13 -

Ｈｉｇｈ - ｔ ｅ ｃ ｈ製品よりもＭｅｄ ｉ ｕｍ - ｔ ｅ ｃ ｈ及び

Ｌｏｗ-ｔｅｃｈ製品におけるシェアの変化のほうが

大きくなっている。アメリカの多国籍企業によ

るHigh-tech製品の輸出は，Ｍｅｄｉｕｍ-ｔｅｃｈ製品

あるいはＬｏｗ-ｔｅｃｈ製品の輸出以上に為替レー

トやその他マクロ経済動向の変化といったアメ

リカ経済に特有な事柄に左右されやすいようで

ある。その理由は，Ｈｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品の輸出はま

ず親会社から始められる可能性が高く，

Ｈｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品の輸出を親会社から子会社へ移

す可能性はほとんどないためであろう。

　アメリカ本国及びアメリカの多国籍企業の輸

出シェアを，各技術水準別の輸出シェアを工業

製品輸出全体のシェアと対比した比較優位表に

置き換えて考えてみたい。

　アメリカ本国に比べてアメリカの多国籍企業

はＨｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品，特にＭｅｄｉｕｍ-ｔｅｃｈ製品の輸

出に強い比較優位性を有しているが，Ｌｏｗ-ｔｅｃ-

ｈ製品には比較優位性はない。しかし，アメリ

カの多国籍企業よりもアメリカ本国の方が

Ｈｉｇｈ-ｔｅｃｈ製品の輸出の比較優位性の上昇度合

いが大きい。

Ⅶ．アメリカとアメリカの多国籍企業の競争力の説明

　アメリカ本国とアメリカの多国籍企業の間の

世界の工業製品輸出シェアの変化に違いが見ら

れることから，アメリカの多国籍企業の競争力

を生み出す要因はアメリカ本国の要因とは異な

るということ，ないしは同じ要因であるけれど

も，その程度が異なっているということが言え

よう。以下の回帰分析の中で，アメリカ本国と

アメリカの多国籍企業の競争力を産業間の違い

で説明してみたいと思う。

　多国籍企業の競争力は企業特有の資産に基づ

いている。この資産は，他の国内企業あるいは

アメリカの多国籍企業の生産拠点のある国の企

業にとっては有益なものではないが，その多国

籍企業が世界中で活用可能な資産である。国家

の持つ競争力は所与の要因やマクロ経済政策に

基づいている。以下で取りあげる研究開発集約

度と広告集約度という２つの産業特性は，ある.

産業の中の企業に特有の資産が広く普及したも

のである。

　ここではある産業の中の企業間の違いではな

く産業間の違いを扱っているので，競争力の決

定要因の説明としては企業特性ではなく産業特

性を用いる。つまり，例を挙げれば，研究開発

集約度の高さと多国籍企業の世界貿易に占める

輸出シェアの高さを相互に関連づけることがで

きれば，多国籍企業は研究開発集約度が高い産

業において競争力を有しているということが言一

えるであろう。

　多国籍企業の中の親会社と子会社のシェアと

その変化は本質的に異なる。その違いが生じる

理由は，親会社の輸出というのは企業自体の特

性とアメリカ本国の持つ特性が結びついて生み

出された結果と考えられ，一方子会社の輸出は

企業自体の特性と進出国の持つ様々な特性が結

びついて生み出された結果と考えられるからで

ある。

　説明変数としては物的資本，労働力，人的資

本，広告，研究開発の５つの産業特性を用いる

が，これらを投入することによって全生産価値

は生み出される。比較優位に関する研究のほと

んどが行っているように，こうした投入量はす

べて金銭的価値で測ることができる。物的資本

の投入量は，親会社の財産，プラント，設備の

価値によって測られる。労働の投入量について

は，全産業の低教育の未熟練労働者の平均賃金

と労働者数を掛け合わせることによって得られ

る。人的資本は各産業の雇用の技能別構成と各

技能別の平均人的資本量から計算され，たとえ

ば各技能に対する平均賃金と低教育の未熟練労

働者の賃金の差で求められる。その他２つの投
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表１  世界ａの製品輸出に占める米国及び米国の多国籍企業のシェアについての回帰分析（1977年及び1982年）

入量によって，多国籍企業がどこに生産拠点を

持とうとも，どの程度利益が得られるのかが示

される。研究開発集約度はアメリカの比較優位

の重要な要素として認められているし，またそ

の要素によって多国籍企業が国内に留まって生

産する要因にもなっている。広告集約度は一般

にアメリカ本国の比較優位と関連はないが，製

品の評判というように企業の資産になるもので

あり，低コストで生産拠点を築き，市場に接近

したところで生産すれば広告は十分利用できる

ものである。Ｃａｖｅｓ（1981）は企業内貿易の決

定要因の議論の中で，広告活動は「一般に国境
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を越えて移動するものではないし，また商品貿

易のためではなく海外投資のための国際間取引

を扱っているのである」と言っている。彼が言

いたいことは，広告の効果ほ親会社による輸出

の重要性を低下させ，また子会社の進出先での

販売だけでなく進出先から近いもしくは文化的

に関連がある市場のために生産を行うことの重

要性を高めることにある，ということであろ

う。

　下記の方程式は1977年と1982年のデータを対

象としているが，1977年から1982年の間には相

当のインフレがあったため，すべての貨幣的変

数を1982年のドル水準に合わせた以外は，両

データの区別はしていない。両データに関する

係数の違いに重要性があるかどうかを確かめる

ためにいろいろと計算した結果はすべてマイナ

スになった。つまり，両年のこうした変数と輸

出シェアの関係に統計上有意と認められる構造

的変化は何等なかったということになる。

　人的資本集約度と研究開発集約度はアメリカ

本国の産業競争力にプラスの影響を及ぼしてい

るが，労働集約度と広告集約度はマイナスの影

響が大きい（表１の１行目参照）。同様の変数

を用いると多国籍企業の競争力についても説明

できる（同３行目参照）。人的資本集約度と研

究開発集約度は同様にプラスの影響を与えている

が，労働集約度はマイナスの影響を及ぼしている。

この３つの係数は 本国より多国 籍企業の

方が大きくなっている。広告集約度は多国籍企

業にとってはマイナス要因にはなっていない

が，プラスとはいっても大きなものではない。

このように５つの産業特性のうち広告集約度を

除けば，世界の輸出に占める多国籍企業のシェ

アの決定要因と本国のシェアの決定要因は同じ

ものとなるが，その影響の度合いについては多

国籍企業の方が大きい。

　アメリカの非多国籍企業の輸出については，

広告集約度と輸出シェアには相関関係はほとん

どない。この計算にはアメリカ本国の商品別の

輸出から輸出産業別の多国籍企業の輸出を控除

して非多国籍企業の輸出を算出しているという

欠点がある。非多国籍企業の輸出は多国籍企業

に比べて少ないため，この計算方法では被説明

変数に分類上の不一致や観測上の誤差が含まれ

ることになる。

　多国籍企業の親会社の輸出については，研究

開発集約度と人的資本集約度はプラスの影響を

及ぼしているが，労働集約度と限界物的資本集

約度はマイナスの影響を及ぼしている。子会社

の輸出と研究開発集約度は正の相関関係がある

が，人的資本集約度や広告集約度との相関関係

はあまり強くない。親会社よりも子会社の方が

広告集約度の係数は大きいことから，広告集約

度が高くなれば多国籍企業は海外拠点での生産

によって製品供給をするようになるといえよう。

多国籍企業の輸出全体に占める親会社のシェア

を同様の説明変数を使って（特に有意性がない

物的及び人的資本集約度変数を除いて）回帰し

てみるとこのことは確かめられる。広告集約度

が高く，また労働集約度（これはあまり確実と

は言えないが）が高ければ，アメリカの企業は

海外生産によってより多くの輸出製品を供給す

るようになる。また，研究開発集約度が高けれ

ば本国から製品を輸出する傾向がややあるので

はないか。

＊　有意水準は５％レベル

Ⅷ．1977～1982年の輸出シェアの変化

貿易シェアの変化を説明する場合，輸出シェ アの決定要因には何の変化も無かったというこ
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れまでの研究成果を疑ってみることもひとつの

方法であろう。このように考えてみると，1977

年時点の説明変数と1977年から1982年の間の説

明変数の変化は共に輸出シェアに影響を与えた

かもしれないと思われる。仮に，研究開発集約

度といった競争力の決定要因の効果に変化がな

く，また1977年時点の説明変数はすべて1977年

以降には影響を及ぼしていないとすれば，変数

の初期水準が貿易シェアの変化に影響を与えた

のではなく，変数の変化が影響を与えたといえ

よう。反対に，競争力の決定要因が変化してい

るとしたら，例えば研究開発集約度の及ぼす効

果が大きくなっていたり，あるいは1977年時点

の研究開発投資による影響が長期間に及んでい

るとしたら，変数の初期水準が輸出シェアの変

化に影響を与えるといえよう。

　1977年時点の説明変数の水準と1977年から

1982年の説明変数の変化を共に考慮した回帰方

程式においては，統計的に有意な変数の変化は

見られなかった。だが，下記の２，３，４式を

見ればわかるように，多国籍企業の輸出につい

ては，研究開発集約度の変化には有意性がある

といえよう。

方程式では産業間の偏差を説明できない。

　２，３，４式は（決定係数が５％の水準であ

れば統計的には有意性を持たないけれども），

アメリカの多国籍企業が人的資本集約度の高い

産業においては衰退したが，元々研究開発集約

度の高い産業や1977年から1982年の間に研究開

発の集約度が増加した産業においては成長した

ということを十分説明している。アメリカ本国

全体の輸出シェアの変化と1977年時点の人的資

本集約度には相関関係はない。

　説明変数としてアメリカのデータを用いて，

日本の輸出の決定要因について表１と同様の回

帰分析をしてみた（必要なデータが入手できな

いので，日本の多国籍企業の輸出は分析対象に

していない）。説明変数の値についてはアメリ

カのデータを用いているために，回帰方程式の

説明力はほとんどないものの，いくつかの点に

おいては表１の結果と非常によく似たものと

なった。

　物的資本集約度の係数はマイナスになってい

るが，統計上有意性はない。一方，広告集約度

と研究開発集約度の係数には有意性がある。も

しくはほとんど有意性があると言える。広告集

約度の係数はマイナスで，研究開発集約度の係

数はプラスになっている。日米間の大きな違い

は労働集約度と人的資本集約度の係数に見られ

る。アメリカについては，労働集約度のマイナ

スの度合いが大きく，また人的資本集約度のプ

ラスの度合いが大きくなっているが，日本につ

いては両係数とも０（ゼロ）に近くなっている。

　こうした計測結果が単なる偶然ではないこと

は，ＥＣ諸国やＮＩＥＳ４か国についても同様

の回帰分析をして見ればわかる。ＥＣの方程式

は次の通りである。

　産業特性の変化を何も考慮していない回帰方

程式がアメリカの輸出の変化を最もよく表して

いる。しかも他のどの被説明変数よりも説明度

は高くなっている。非多国籍企業による輸出の

変化もしくは子会社の輸出の変化に関する回帰
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Ⅸ．結論

　アメリカと日本はハイテクもしくは研究開発

集約型製品において競争を行っている一方で，

ヨーロッパの国々は少なくとも現時点ではもは

やその競争から立ち後れている感は否めない。

これまで為替レートの変動によって各国が短期

的な競争力を得たり失ったりしてきたことは頻

繁にあった。しかし，各国の競争力の変化は，

長期的には，日本の相対的に急速な生産性の向

上によって左右されてきたのである。日本はこ

うした急速な生産性の向上によって，誰よりも

早く第二次世界大戦前の地位に復帰し，それを

はるかに凌ぐ地位を獲得しているのである。ま

た，世界の経済大国の仲間入りを果たし，今後

もさらに豊かになっていくことがさまざまの点

から予想される。日本企業が高度な研究開発が

要求される産業分野の専門化を進めるにつれ，

アメリカ企業が先鞭をつけた多国籍経営（この

経営方式によってアメリカの企業は本国の地位

が低下しているにもかかわらず輸出シェアを維

持することができた）に向かっていかなければ

ならないであろう。新興国が急成長期に入れば

必然的に日米企業の輸出シェアは低下するであ

ろうが，高度な研究開発を背景とした多国籍生

産に移行することによって日米の企業はその大

きな競争力を維持できるであろう。継続して先

頭に立つためには研究開発集約度の水準が求め

られ，また日米両国の研究開発や先端技術の重

要性が増せば，ジョイント・ベンチャーやその

　我々が予想した通りの結果となったが，こう

した国々の輸出シェアを説明できる変数，つま

り係数がプラスになったのは，労働集約度で

あった。研究開発集約度は（日米の輸出シェア

については非常に大きなプラスの影響を及ぼし

ていたが，ＥＣの輸出シェアについてはマイナ

スの影響を及ぼしている）何ら影響を及ぼして

いない。人的資本集約度もしくは技術集約度は

アメリカの輸出についてはプラスの影響を及ぼ

していたが，アジアＮＩＥＳ諸国の輸出には影

響せず，どちらかと言えばマイナスの影響を及

ぼしている。

　説明変数の性質を考えるとこれらの係数にこ

だわり過ぎるのは良くないが，こうした回帰方

程式によって，これまでの比較分析を通して得

られた次のような考えが正しいものであるとい

えよう。すなわち，『研究開発もしくはハイテ

クは日米の競争力にとって重要な要素である

が，他国にとっては重要な要素ではない。ま

た，労働集約度，物的資本集約度，広告集約度

の高さは日米両国の競争力に何ら寄与しないば

かりか，実際にはマイナスの影響を与えてい

る。』明らかに日米は本質的に同じ分野で比較

優位を有しており，アメリカの多国籍企業はハ

イテク製品に相当程度特化することにより世界

市場における地位を堅持してきたのである。

　統計上有意性がある係数は広告集約度だげで

あり，プラスの値を示している。研究開発集約

度についてはほとんど有意性があるといえるが

マイナスの値を示している。両係数とも日本や

アメリカとは対照的な値を示している。

　アジアＮＩＥＳ諸国（香港，シンガポール，

韓国，台湾）の回帰方程式は次の通りである。
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他の協力形態に対する圧力は高まるであろう。
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